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（事業の概要） （事業の目的） （事業の効果）

（事業実施上の問題点） （前年度からの見直し点） （見積についての特記事項）

節 本年度 前年度 増減額
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源
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節
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々
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歳入特定財源科目名称 本年度 本年度 前年度 増減額
当初査定額 当初予算額 要求額 査定額 予算額

令和 4年度  一般会計 予算内示 事業別概要書（当初）
2. 総務費 9. 家屋評価事業

2. 徴税費

2. 賦課徴収費 資産税課

（佐倉市）　　

第５章
市民とともに創る　多様性のある　持続可能なまち -

（市民参加・自治体運営） 令和 3年度 -

経常 単独 計画 0 0 26 基本施策５
行財政運営 令和 4年度 -

令和 5年度 -

施策３
税の公平、公正、効率的賦課と収入率向上を目指し 令和 6年度 -

ます 令和 7年度 -

0

920 920

・地方税法第４０３条により、固定資産税(家屋)の価格 固定資産の対象となる家屋について、正確に把握し、適 ・適正な賦課を実施し安定した財源を確保することで、

を決定する評価事務を実施します。 正な評価を行います。 市全体として健全な財政運営が可能となります。

・家屋評価に必要な現地調査を行います。 ・適正な賦課実施により市税への信頼を高め、収入率の向上に寄与しま

・固定資産情報管理システム及び航空写真を活用し、未登録家屋の現地 す。

調査及び評価を行います。

・家屋評価システムを活用し、正確で迅速な処理を行います。

・未登記家屋の把握及び現地調査（航空写真を併 消耗品費を要求内容を精査し、必要最低限の予算 令和４年度の賦課業務で必要な航空写真データの

用）を、いかに効率且つ適正に行うかが課題になります。 要求に抑えました。 購入費について、通常特別経費で計上しました。

10 25 26 △1

13 3 3 0

17 892 891 1

差引一般財源 0 920 0 920


